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第 ７ 回   熊本県議会  決算特別委員会会議記録 

 

令和元年10月24日(木曜日) 

            午前10時28分開議

            午後０時３分休憩

            午後０時58分開議

            午後１時38分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第25号 平成30年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

 議案第29号 平成30年度熊本県立高等学校

実習資金特別会計歳入歳出決算の認定

について 

議案第33号 平成30年度熊本県育英資金等

貸与特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

議案第42号 平成30年度熊本県病院事業会

計決算の認定について 

   ――――――――――――――― 

出席委員(13人) 

        委 員 長 溝 口 幸 治 

        副委員長 内 野 幸 喜 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 吉 永 和 世 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 山 口   裕 

        委  員 増 永 慎一郎 

        委  員  田 大 造 

        委  員 橋 口 海 平 

        委  員 楠 本 千 秋 

        委  員 岩 本 浩 治 

        委  員 末 松 直 洋 

        委  員 吉 田 孝 平 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

教育委員会 

         教育長 古 閑 陽 一 

教育理事 青 木 政 俊 

教育総務局長 野 尾 晴一朗 

教育指導局長 牛 田 卓 也 

教育政策課長 上 塚 恭 司 

学校人事課長 磯 谷 重 和 

社会教育課長 井 芹 護 利 

文化課長 中 村 誠 希 

施設課長 川 元 敦 司 

高校教育課長 那 須 髙 久 

義務教育課長 古 田   亮 

特別支援教育課長 牛 野 忠 男 

学校安全・安心推進課長 重 岡 忠 希 

人権同和教育課長 井 上 大 介 

体育保健課長 西 村 浩 二 

病院局 

病院事業管理者 吉 田 勝 也 

院長 濵 元 純 一 

総務経営課長 緒 方 克 治 

看護部長 平 田 孝 治 

――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

    会計管理者兼出納局長 瀬 戸 浩 一 

          会計課長 村 上   勲 

――――――――――――――― 

監査委員・同事務局職員出席者 

監査委員 濱 田 義 之 

       局長心得 松 永 正 伸 

         監査監 工 藤 真 裕 

監査監 林 田 孝 二 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 岡 部 康 夫 

       議事課主幹 山 本 さおり 

議事課主幹 千 羽 正 裕 

――――――――――――――― 

  午前10時28分開議 

○溝口幸治委員長 おはようございます。 

 ただいまから第７回決算特別委員会を開会
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いたします。 

 本日は、午前に教育委員会の審査を行い、

午後から病院局の審査を行うこととしており

ます。 

 それでは、これより教育委員会の審査を行

います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで簡潔にお願いいたし

ます。 

 それでは、教育長から決算概要の総括説明

を行い、続いて担当課長から順次説明をお願

いいたします。 

 古閑教育長。 

 

○古閑教育長 恐れ入りますが、着座のまま

御説明をさせていただきます。 

 平成30年度決算の御説明に先立ちまして、

前年度の決算特別委員会において御指摘のあ

りました施策推進上改善または検討を要する

事項等のうち、教育委員会関係につきまし

て、その後の措置状況を御報告いたします。 

 まず、決算特別委員長報告第４の１、「未

収金の解消については、関係部局において、

厳しい状況の中で回収に努めていることは理

解しているが、財源の確保及び負担の公平性

の観点から、費用対効果も十分踏まえなが

ら、さらに適切かつ効率的な徴収対策を講

じ、より一層徴収促進に努めること。」につ

いて、状況を御報告いたします。 

 未収金の解消については、これまでも、財

政課を事務局とした全庁的な組織である未収

金対策連絡会議に参加し、知事部局とも連携

するなど、その対策強化に向けた取り組みを

進めてきました。さらに、昨年度からは、未

収金対策に取り組んでいる教育委員会の関係

課で、課題の共有や取り組み事例の情報交換

等を行う場を設け、未収金回収の専門知識の

向上と効果的な回収方法の習得に努めている

ところでございます。 

 今後も、適切かつ効率的な徴収対策を講

じ、より一層徴収促進に努めてまいります。 

 次に、決算特別委員長報告第４の12、「職

員の事務懈怠等に起因した契約等の遅滞につ

いて、今後、教育委員会全体で、組織におけ

るチェック体制の整備及び事業進捗状況の確

認を適切に実施し、再発防止に努めるこ

と。」について、状況を御報告いたします。 

 本事案は、組織全体としてのチェック体制

が不足していたこと、職員の知識不足等に起

因する事務処理懈怠が原因でございました。 

 このため、事務処理ミス発覚直後の平成30

年５月から、全庁的な再発防止策に取り組む

こととし、これまで実施してきた各種研修に

加え、教育庁の全課で事業(支出)点検表を導

入し、事業の進捗状況を所属内で共有すると

ともに、毎月、教育政策課へ報告することを

義務づけることとしました。 

 また、平成31年度の組織改編により教育政

策課内に新たに法務経理班を設置し、必要に

応じて各所属の経理関係書類について重ねて

チェックする体制を整備し、不適正な経理処

理の未然防止を図っているところです。 

 今後も、組織におけるチェック体制の整備

及び事業進捗状況の確認を適切に実施し、再

発防止に努めてまいります。 

 続きまして、平成30年度熊本県一般会計及

び特別会計の歳入歳出決算のうち、教育委員

会関係の概要につきまして御説明をいたしま

す。 

 お手元の決算特別委員会説明資料の１ペー

ジ、平成30年度歳入歳出決算総括表をごらん

願います。 

 歳入は、一般会計、特別会計を合わせた合

計の予算現額309億8,693万7,000円に対しま

して、調定額321億4,194万4,000円、収入済

み額319億5,463万6,000円、不納欠損額101万

2,000円、収入未済額１億8,629万5,000円と

なっております。 
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 歳出は、一般会計、特別会計を合わせた合

計の予算現額1,352億944万2,000円に対しま

して、支出済み額1,286億456万7,000円、翌

年度繰越額45億652万円、不用額20億9,835万

3,000円となっております。 

 繰越事業は、主な内容としまして、熊本地

震に伴う文化財の災害復旧や県立学校におけ

る施設整備事業に関するものであり、熊本地

震の影響による復旧工事との調整により、調

査や設計、工事に日数を要したことなどに伴

い、年度内の整備が困難であったため、繰り

越したものでございます。 

 以上が教育委員会関係の平成30年度の決算

概要でございます。なお、詳細につきまして

は、各課長から説明させますので、御審議の

ほどよろしくお願いを申し上げます。 

 

○上塚教育政策課長 教育政策課長の上塚で

ございます。 

 まず、教育庁の定期監査における指摘事項

はありません。 

 次に、歳入について御説明いたします。 

 歳入につきましては、説明資料の２ページ

から記載しております。 

 それでは、３ページをお願いいたします。 

 中段の諸収入のうち、最下段の雑入でござ

いますが、収入未済額489万4,000円を計上し

ております。 

 これは、恩給扶助料過払い金に係るもの

で、恩給扶助料の受給者が死亡した後も、長

男に障害があり、死亡を届け出ることができ

なかったため、過払い金が生じたものです。

過払い金を受領していた長男に返還請求しま

したが、生活困窮により返済することができ

ず、489万4,000円が収入未済となっておりま

す。 

 この未収金につきましては、督促等により

未収金解消に努めているところでございま

す。詳細につきましては、後ほど附属資料で

御説明させていただきます。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 繰越金でございますが、これは、前年度予

算の明許繰越分でございます。 

 なお、歳入につきましては、不納欠損額は

ございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 ５ページをお願いいたします。 

 教育委員会費でございますが、教育委員の

報酬、教育委員会運営費でございます。 

 不用額の主な内容は、学校等で開催される

各種行事の日程が集中したことにより、各教

育委員が参加できる行事が見込みより少なか

ったことに伴う教育委員人件費等の執行残で

ございます。 

 次に、事務局費でございますが、課及び教

育事務所の運営費、熊本県教育情報化推進事

業、県立学校校務情報化推進事業等に係る経

費でございます。 

 不用額の主な内容は、熊本県教育情報化推

進事業等の入札に伴う執行残、大規模災害等

で被災した学校の再開などを支援する災害時

学校支援チーム派遣事業で見込みよりも派遣

日数が少なかったことに伴う執行残でござい

ます。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 教職員人事費でございますが、教職員住宅

に係る経費及び教職員福利厚生事業等に係る

経費でございます。 

 不用額の主な内容は、教職員住宅改修工事

の入札に伴う執行残でございます。 

 教育センター費でございますが、教育セン

ターの管理運営費、教育センターで実施しま

す県立学校及び小中学校教職員を対象とした

教職員研修に係る経費でございます。 

 不用額の主な内容は、管理運営費の経費節

減に伴う執行残、研修事業等に伴う執行残で

ございます。 

 恩給及び退職年金費でございますが、共済

制度発足前の退職者やその遺族に対する恩給

扶助料でございます。 
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 不用額は、受給者の年度途中の死亡による

執行残でございます。 

 次に、７ページをお願いいたします。 

 教育施設災害復旧費でございますが、熊本

地震により被害を受けた教育センターの災害

復旧に係る経費でございます。 

 不用額は、熊本地震で被災した教育センタ

ーの宿泊棟改修工事の入札に伴う執行残でご

ざいます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 １ページをお願いいたします。 

 平成30年度から令和元年度への繰越事業で

ございます。 

 上益城教育事務所管理運営費でございます

が、これは、平成28年熊本地震により被災し

た上益城総合庁舎の災害復旧工事に伴い、御

船高校に移転している上益城教育事務所の移

転に係る経費でございます。 

 繰り越しの理由でございますが、上益城総

合庁舎災害復旧工事の入札不調、不落による

発注計画の見直しにより、事務所移転に不測

の日数を要し、年度内執行が困難となったた

め、116万6,000円を令和元年度に繰り越した

ものでございます。 

 なお、事務所の上益城総合庁舎への移転に

つきましては、災害復旧工事の完了後、本年

12月を予定しております。 

 教育センター施設整備事業でございます

が、熊本地震災害復旧工事との調整及び熊本

地震の影響から、施工業者における人員確保

が困難となったことにより、工事施工に不測

の日数を要し、年度内執行が困難となったた

め、3,386万1,000円を繰り越したものでござ

います。工事は、本年４月に完了しておりま

す。 

 続いて、12ページの平成30年度収入未済に

関する調べをお願いいたします。 

 平成30年度の収入未済額489万4,000円につ

きましては、恩給扶助料の受給者が死亡した

後、同居していた長男が重度の精神疾患が原

因で死亡の届け出をすることができず、平成

26年１月から平成28年６月までの２年６カ月

分の過払いが生じたものでございます。過払

い金は、全て長男の生活費として消費されて

おりました。 

 下のほうの４の平成30年度の未収金対策の

欄をごらんください。 

 経緯についてですが、亡くなった受給者

は、県外で長男と２人暮らしでしたが、平成

25年ごろに自宅で死亡しております。同居す

る長男は、精神の疾患からくる妄想のため、

母親の死亡を認識できず、平成28年７月に警

察により白骨化した遺体が発見されるまで、

母親の遺体と同居しながら、恩給扶助料を消

費して生活していたと警察から報告を受けて

おります。 

 補足しますと、通常は住民基本台帳ネット

ワークにより受給者の生存を確認し、過払い

等がないよう管理していますが、今回は、説

明したような状況にあり、死亡届自体がなさ

れなかったため、確認がおくれたものです。 

 警察による発見後、長男は、精神医療セン

ターに措置入院し、その後は、春日部市役所

の手厚いサポートを受けながら、生活保護を

受給して生活している状況です。 

 保護費以外の収入はなく、処分可能な財産

もないため、返還請求に応じることができ

ず、未収金となっております。 

 平成30年度の未収金対策としましては、平

成31年２月12日に返還請求を、３月18日に督

促を行っております。 

 返還義務者本人は、精神障害により直接交

渉ができない状況にございますので、今後

は、定期的に市役所に対して債務者の生活状

況を確認し、督促状を発出するなど、同市役

所福祉担当部署と連携し、対応してまいりま

す。 

 教育政策課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 
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○磯谷学校人事課長 学校人事課長の磯谷で

ございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の８ページをお願いします。 

 使用料及び手数料でございますが、主なも

のとしましては、県立学校授業料や県立学校

入学金でございます。 

 県立学校授業料でございますが、不納欠損

額はございません。ただ、収入未済額20万

7,000円を計上しております。後ほど附属資

料において御説明いたします。 

 次に、９ページをお願いいたします。 

 国庫支出金でございますが、主なものとし

ましては、就学支援金制度に伴う高等学校等

就学支援負担金及び義務教育学校教職員の給

与に係る義務教育学校職員費負担金でござい

ます。 

 このうち、高等学校等就学支援負担金につ

きましては、就学支援金制度に伴う国庫負担

金収入でございます。 

 これは、保護者等の収入に照らして経済的

負担を軽減する必要があると認められた生徒

に対して、国が授業料と同額の就学支援金を

県を通じて支給するものですが、県は、この

交付金を、先ほど御説明しました授業料収入

に直接充てることで、生徒、保護者は授業料

を納付する必要がなくなるというものでござ

います。 

 次に、めくって10ページをお願いいたしま

す。 

 財産収入でございますが、主なものとしま

しては、特別支援学校での作業実習に係る実

習生産物売り払い収入でございます。 

 次に、11ページをお願いいたします。 

 諸収入でございますが、主なものとしまし

ては、県立学校に設置しております売店の電

気料に係る雑入でございます。 

 次に、歳出について、主なものを御説明し

ます。 

 めくっていただいて、12ページをお願いい

たします。 

 教育総務費の事務局費、教職員人件費でご

ざいますが、予算額、ほとんどが職員の給与

費、人件費及び就学支援金交付等事業でござ

います。 

 不用額につきましては、自己都合等の退職

者が見込みより少なかったことによる教職員

退職手当等の執行残でございます。 

 次に、13ページをお願いいたします。 

 小学校費の教職員費、中学校費の教職員費

及び14ページでございます。めくっていただ

いて、高等学校費の高等学校総務費でござい

ますが、これらの不用額も、いずれもそのほ

とんどが教職員の給与費、人件費の執行残で

ございます。 

 教職員給与費につきましては、毎年度12月

１日現在の現員数で所要額を見込みまして、

２月補正を行っておりますが、その後の休職

や育児休業の変更等に伴い、執行残が発生し

たというものでございます。 

 次に、同じく14ページの高等学校費の全日

制高等学校管理費、続いて15ページの定時制

高等学校管理費でございますが、これは、高

等学校の光熱水費や事務経費等、学校の管理

運営に係る経費でございます。 

 不用額は、各学校において光熱水費や事務

経費の節減に努めたことによる執行残でござ

います。 

 次に、15ページの特別支援学校費でござい

ますが、これは、特別支援学校に係る教職員

の人件費及び学校の管理運営費等でございま

す。 

 不用額につきましては、教職員の人件費の

執行残と管理運営費の経費の節減による執行

残でございます。理由としましては、先ほど

説明した高等学校の人件費及び管理運営費と

同様でございます。 

 次に、附属資料について御説明をいたしま

す。 
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 附属資料の13ページをお願いいたします。 

 13ページの平成30年度収入未済に関する調

べをお願いいたします。 

 収入未済額につきましては、県立学校授業

料の未収金でございます。 

 これは、授業料の支払い義務が生じた保護

者に対しまして、県立学校の必要な手続のお

くれ及び督促が十分ではなかったということ

により未納となったものでございます。 

 収入未済額は、１の平成30年度歳入決算の

状況に記載のとおり、20万7,000円でござい

ます。 

 ４の未収金対策としましては、これまで、

３名の債務者のうち２名は令和元年６月に完

納しております。残り１名につきましては、

申し出がありまして、毎月の分割納付とし、

電話連絡を随時行うなど、期限どおりの納入

を促して、納入されているところでございま

す。なお、９月分まで分割納付されており、

来月２月に完納予定ということでございま

す。 

 学校人事課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○井芹社会教育課長 社会教育課長の井芹で

ございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の16ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料でございますが、県立青

少年の家の携帯電話基地局設置に伴う行政財

産使用料でございます。 

 次に、国庫支出金でございますが、主なも

のとしましては、地域学校協働活動推進員な

どの配置を実施する市町村への補助事業に係

る地域連携教育支援活動促進事業費補助でご

ざいます。 

 予算額と収入済み額との差27万円は、国庫

補助金の減額に伴う市町村への間接補助額の

減によるものでございます。 

 財産収入でございますが、主なものとしま

しては、財産運用収入の土地貸付料で、これ

は、熊本県青年会館敷地に係る土地貸付料で

ございます。 

 なお、歳入につきまして、不納欠損額、収

入未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 18ページをお願いいたします。 

 まず、社会教育総務費でございますが、主

なものとしましては、青少年教育施設の管理

運営、地域学校協働活動推進に係る経費でご

ざいます。 

 不用額は、主に入札及び経費節減に伴う執

行残でございます。 

 次に、図書館費でございますが、熊本県立

図書館の管理運営及びくまもと文学・歴史館

の運営等に係る経費でございます。 

 不用額は、主に経費節減に伴う執行残でご

ざいます。 

 最下段の教育施設災害復旧費でございます

が、これは、豪雨等により被災した豊野少年

自然の家の災害復旧に係る経費でございま

す。 

 不用額は、主に災害復旧工事に係る入札に

伴う執行残でございます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 附属資料の２ページ、平成30年度繰越事業

調べをお願いいたします。 

 青少年教育施設管理運営費でございます

が、これは、老朽化した豊野少年自然の家の

改修工事に係る経費でございます。 

 繰り越しの理由でございますが、入札不調

により適正な工期が年度内に確保できなかっ

たため、１億1,668万2,000円を令和元年度に

繰り越したものでございます。工事は、今年

４月に完了しております。 

 社会教育課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○中村文化課長 文化課長の中村でございま
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す。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の19ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料でございますが、主なも

のとしては、装飾古墳館観覧料、美術館観覧

料及び美術館使用料でございます。 

 次に、20ページをお願いいたします。 

 21ページにかけての国庫支出金でございま

すが、主なものとしては、県内の遺跡発掘調

査等事業に係る遺跡発掘調査費補助、鞠智城

跡整備事業に係る史跡等保存整備費補助及び

教育災害復旧費補助でございます。 

 21ページの教育災害復旧費補助につきまし

ては、平成28年熊本地震により被災した県立

美術館本館の美術品の災害復旧への国庫補助

金でございます。 

 予算現額と収入済み額との差527万円は、

事業費の確定による増でございます。 

 次に、22ページをお願いいたします。 

 寄附金でございますが、主なものとして

は、最下段の文化財等復旧復興寄附金でござ

います。熊本城や阿蘇神社を初めとする文化

財の復旧、復興のため、県内外から６億

2,020万6,000円の寄附金をいただいておりま

す。 

 次に、23ページをお願いいたします。 

 繰入金でございますが、主なものとして

は、被災した文化財の復旧、復興のための基

金からの繰入金である平成28年熊本地震被災

文化財等復旧復興基金繰入金でございます。 

 予算現額と収入済み額との差3,652万9,000

円は、事業費の確定による減でございます。 

 次に、24ページをお願いいたします。 

 諸収入でございますが、主なものとして

は、国等からの発掘調査の受託収入である発

掘調査受託事業収入でございます。 

 予算現額と収入済み額との差502万円は、

事業費の確定による減でございます。 

 なお、歳入につきましては、不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の26ページをお願いいたします。 

 まず、文化費でございますが、これは、熊

本地震被災文化財等復旧復興基金積立金、埋

蔵文化財発掘調査事業、県立美術館分館及び

県立装飾古墳館改修整備事業等による経費で

ございます。 

 不用額の主な内容は、埋蔵文化財発掘調査

事業の調査量減少による執行残、県立美術館

分館及び県立装飾古墳館の改修整備事業の入

札等に伴う執行残でございます。 

 次に、27ページをお願いいたします。 

 美術館費でございますが、これは、県立美

術館本館の展覧会事業、細川コレクション永

青文庫推進事業、県立美術館本館改修整備事

業等に係る経費でございます。 

 不用額の主な内容は、入札及び経費削減に

伴う執行残でございます。 

 次に、教育施設災害復旧費でございます

が、これは、平成28年熊本地震で被災した文

化財等の災害復旧事業でございます。  

 不用額の主な内容は、被災した文化財の補

助申請が予定よりも減ったことや復旧工事が

進み、事業費が確定したことによる執行残で

ございます。 

 次に、附属資料について御説明いたしま

す。 

 ３ページをごらんください。 

 ３ページの平成30年度繰越事業調べをお願

いいたします。 

 明許繰り越しでございます。 

 文化財災害復旧事業でございますが、これ

は、文化財の災害復旧について、施工業者に

おける人員確保が困難となるなど、工事施工

や設計作業に不測の日数を要し、年度内執行

が困難となったため繰り越したものでござい

ます。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 事故繰越でございます。 

 明許繰り越しと同じく、文化財災害復旧事
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業でございますが、これは、国登録有形文化

財である熊本市のピーエス熊本センターや未

指定歴史的建造物５件について、熊本地震の

影響により施工業者における人員確保が困難

となるなど、工事施工に不測の日数を要した

ため、再度繰り越したものでございます。 

 文化課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○川元施設課長 施設課長の川元でございま

す。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の28ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料ですが、主なものとしま

しては、行政財産の目的外使用許可による収

入でございます。 

 次に、国庫支出金ですが、主なものとしま

しては、下から２行目の県立学校災害復旧費

負担金と、次のページをお願いいたします。

上から４行目の学校施設環境改善交付金でご

ざいまして、この交付金は、天草拓心高校が

保有する実習船「熊本丸」代船建造に係る経

費の補助でございます。 

 前のページにお戻りください。 

 中ほど、国庫支出金、全体で予算現額と収

入済み額との差が4,446万5,000円ございます

が、主な要因といたしましては、先ほどの県

立学校災害復旧費負担金における入札等によ

る事業費減に伴う減と、次のページをお願い

いたします。最下段の教育災害復旧費補助に

おける事業繰り越し等に伴う減によるもので

ございます。 

 次に、30ページをお願いいたします。 

 財産収入ですが、主なものとしましては、

最後の行の不用品売り払い収入でございまし

て、これは、実習船「熊本丸」の売り払い収

入でございます。 

 次に、31ページをお願いいたします。 

 繰越金ですが、これは、前年度予算の明許

繰越分でございます。 

 次に、諸収入ですが、主なものとしまして

は、施越にかかる教育災害国庫支出金でござ

いまして、これは、過年度に交付決定を受け

ておりました災害復旧事業に係る国庫支出金

の受け入れでございます。 

 なお、歳入につきましては、不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 32ページをお願いいたします。 

 まず、教育総務費のうち事務局費でござい

ますが、これは、市町村立学校の施設整備に

係る指導監督のための事務費でございます。 

 次に、下から２行目の全日制高等学校管理

費でございますが、これは、県立高等学校施

設の修繕や点検などの維持管理に要した経費

でございます。 

 次に、教育振興費でございますが、これ

は、実習船「熊本丸」の代船建造に要した経

費でございます。 

 次に、33ページをお願いいたします。 

 学校建設費でございますが、これは、熊本

工業高校ほか27校の県立高等学校施設整備事

業に要した経費でございます。 

 不用額が生じた主な理由としましては、入

札等に伴う執行残でございます。 

 なお、翌年度繰越額につきましては、附属

資料にて後ほど御説明いたします。 

 次に、特別支援学校費でございますが、こ

れは、盲学校ほか８校の特別支援学校施設整

備事業に要した経費でございます。 

 不用額が生じた主な理由としましては、入

札等に伴う執行残でございます。 

 次に、教育施設災害復旧費でございます

が、これは、熊本高校ほか１校の県立学校施

設災害復旧事業に要した経費でございます。 

 不用額が生じた主な理由といたしまして

は、入札等に伴う執行残でございます。 

 続きまして、附属資料について御説明いた

します。 
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 附属資料の５ページをお願いいたします。 

 まず、校舎新・増改築事業でございます

が、これは、熊本工業高校の実習棟改築に係

る委託料及び工事請負費を繰り越しておりま

す。 

 次に、県立高等学校施設整備事業でござい

ますが、済々黌高校ほか29校の営繕工事及び

７ページをお願いいたします。下から５行目

になりますが、ブロック塀撤去に伴うフェン

ス設置工事に係る経費を繰り越しておりま

す。 

 次に、長寿命化プラン策定事業でございま

すが、県立学校施設の長寿命化プラン策定に

係る経費を繰り越しております。 

 次に、特別支援学校施設整備事業でござい

ますが、盲学校ほか６校の営繕工事及びブロ

ック塀撤去に伴うフェンス設置工事に係る経

費を繰り越しております。 

 次に、８ページをお願いいたします。 

 下から２行目の県立学校施設災害復旧事業

でございますが、第二高校の災害復旧工事に

係る経費を繰り越しております。 

 これらの繰り越しを行った事業につきまし

ては、表の右側に繰越理由を記載しておりま

すが、そのほとんどが熊本地震の影響による

復旧工事との調整により年度内執行が困難と

なり、繰り越したものでございます。 

 次に、25ページをお願いいたします。 

 県有財産処分一覧表でございます。 

 番号の１から18までは、旧南関高校跡地を

地元自治体に譲与したものでございます。 

 番号の19から21までは、旧南関高校校長宿

舎及び天草高校旧男子寮の敷地を一般競争入

札により売却したものでございます。 

 施設課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○那須高校教育課長 高校教育課の那須でご

ざいます。 

 一般会計、熊本県立高等学校実習資金特別

会計及び熊本県育英資金等貸与特別会計につ

いて、順に御説明をいたします。 

 まず、一般会計の歳入について御説明をい

たします。 

 説明資料の34ページをお願いいたします。 

 歳入については、36ページの諸収入以外に

収入未済額はございません。 

 諸収入の定時制通信制修学奨励資金貸付金

回収金の収入未済額ですが、これは、定時制

通信制修学奨励資金について、一部の貸与生

が滞納したため、123万3,000円が収入未済と

なっております。 

 この未収金につきましては、後ほど附属資

料で御説明をさせていただきます。 

 なお、歳入については、不納欠損額はござ

いません。 

 次に、一般会計の歳出について御説明をい

たします。 

 38ページをお願いいたします。 

 教育総務費のうち事務局費の主なものは、

新設高等学校等教育環境整備事業に係る経費

でございます。 

 不用額は、経費節減に伴う執行残でござい

ます。 

 次に、39ページをお願いいたします。 

 教育指導費でございますが、これは、高等

学校英語指導助手費、高校生キャリアサポー

ト事業、熊本地震に伴う高等学校等通学支援

事業等に係る経費でございます。 

 不用額は、通学支援事業の利用生徒数減等

に伴う執行残や人件費等の執行残でございま

す。 

 次に、40ページをお願いいたします。 

 教育振興費ですが、これは、高等学校産業

教育設備整備事業や奨学のための給付金事業

等に係る経費でございます。 

 不用額は、主に学校用リースパソコンの入

札に伴う執行残及び奨学のための給付金事業

の給付対象者の減に伴う執行残でございま

す。 
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 次に、41ページをお願いいたします。 

 学校建設費でございますが、これは、県立

高等学校再編・統合施設整備事業に係る経費

でございます。 

 不用額は、工事の入札に伴う執行残でござ

います。 

 次に、42ページをお願いいたします。 

 諸支出金の繰出金ですが、上段の県立高等

学校実習資金特別会計繰出金は、県立高等学

校実習資金特別会計の水産高等学校への繰出

金でございます。 

 不用額は、水産高等学校の実習での経費節

減に伴う執行残でございます。 

 下段の育英資金等貸与特別会計繰出金は、

育英資金貸与特別会計の育英資金貸付金(被

災特例枠)への繰出金でございます。 

 不用額は、貸与者数減に伴う執行残でござ

います。 

 以上が一般会計に関する説明でございま

す。 

 続いて、説明資料の43ページをお願いいた

します。 

 県立高等学校実習資金特別会計でございま

す。 

 まず、歳入について説明をいたします。 

 使用料及び手数料、財産収入、繰入金、諸

収入及び繰越金のいずれも、不納欠損額及び

収入未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明をいたします。 

 46ページをお願いいたします。 

 高等学校費の農業高等学校費は、農業高等

学校における農産物、畜産、食品加工等の実

験、実習及び運営に要した経費でございま

す。 

 不用額は、実習に伴う経費の執行残、高額

である実習備品の入札に伴う執行残でござい

ます。 

 水産高等学校費は、水産高等学校における

実習船による操業、水産物の食品加工等の実

験、実習及び運営に要した経費でございま

す。 

 不用額は、水産高等学校の実習での経費節

減に伴う執行残でございます。 

 次に、47ページをお願いいたします。 

 育英資金等貸与特別会計でございます。 

 まず、歳入について御説明をいたします。 

 国庫支出金、財産収入、繰入金、繰越金に

ついては、不納欠損額及び収入未済額はござ

いません。 

 48ページの諸収入でございますが、育英資

金貸付金の償還金でございまして、償還元金

と延滞利息等を合わせまして96万1,000円の

不納欠損額と１億3,946万3,000円の収入未済

となっております。 

 この未収金対策につきましては、後ほど附

属資料で改めて御説明をさせていただきま

す。 

 次に、歳出について御説明をいたします。 

 50ページをお願いいたします。 

 育英資金の育英資金等貸付金は、貸与者へ

の貸付金や事務費でございまして、不用額を

生じた理由は、育英資金貸付金の新規申請者

が見込みよりも少なかったこと及び退学や辞

退により貸与者が見込みよりも少なくなった

ことによるものでございます。 

 次に、附属資料について御説明をいたしま

す。 

 附属資料の14ページでございます。 

 平成30年度収入未済に関する調べをお願い

いたします。 

 まず、１の平成30年度歳入決算の状況の備

考欄に記載のとおり、定時制通信制修学奨励

資金の返還金でございます。 

 収入未済額は、２の収入未済額の過去３カ

年分の推移の右側の計の欄に記載のとおり、

平成30年度末で123万3,000円となっておりま

す。 

 内訳については、３の平成30年度収入未済

額の状況のとおりです。 

 未収金の対策としましては、４に記載して
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おりますとおり、滞納者に対しまして電話、

訪問等による督促を行うとともに、新たな未

収金を発生させないよう、学校を通じて返還

の必要について周知を図ってきたところでご

ざいます。 

 次に、15ページをお願いいたします。 

 育英資金の収入未済額でございます。 

 １の平成30年度歳入決算の状況の左側をご

らんください。 

 内訳は、元金、延滞利息及び年度後返納と

なっており、年度後返納は、退学等により資

格がなくなった後、奨学生からの届け出がお

くれたため、翌年度になって過払いが判明し

たものでございます。 

 次に、２の収入未済額の過去３カ年の推移

の右側の計の欄をごらんください。 

 平成30年度は、収入未済額は１億3,946万

3,000円となっております。 

 内訳は、３の平成30年度収入未済額の状況

のとおりでございます。 

 合計は、表の右側に記載のとおり、元金、

延滞利息の滞納が643人、年度後返納が６人

で、全体で649人となっております。 

 続いて、16ページをお願いいたします。 

 平成30年度の未収金対策の取り組みをまと

めております。 

 当課では、収入未済額の増大が育英資金制

度の存続にもかかわる深刻な課題であること

から、１の回収業務においては、早期催告の

徹底、(2)滞納者の状況確認及び財産調査の

徹底及び(3)新規返還開始者への周知徹底に

より、未収金回収に努めています。 

 次に、２の法的措置の取り組みでは、電話

による催告を続けても応じない、おおむね６

カ月以上の長期滞納者に対しては、法的措置

を行うこととしており、平成30年度は、49件

に対して、裁判所から返還を命じていただく

よう申し立てを行いました。 

 その後も返還をお願いしていましたが、返

還できない理由の説明もないままに、その後

自主的な返還に一切応じなかった22件につい

ては、やむを得ず強制執行の申し立てを行っ

たところです。 

 さらに、３の不納欠損の実施とともに、４

の奨学生の返還意識の醸成により、奨学金を

受給する奨学生について、自覚を促すための

取り組みを行っているところでございます。 

 17ページをごらんください。 

 育英資金の平成16年度以降の調定額、未収

金額等の推移をまとめた資料でございます。 

 上段の未収金額等の推移表の右端の欄に収

納率を記載しておりますが、これまで申し上

げました取り組みの結果、平成30年度の収納

率は90.0％で、最も高い収納率となってお

り、これは、全国トップクラスでございま

す。 

 このように高い収納率を維持しております

が、平成30年度の未収金は１億3,946万3,000

円と、前年に比べ134万5,000円増加しており

ます。この要因としましては、返還者数の増

により、平成30年度の調定額が13億9,651万

3,000円と、前年に比べまして6,768万4,000

円増加しましたこと、過年度分の対応につい

ては、さまざまな取り組みを行ってきました

が、その結果、勤務先不明者や生活保護受給

者の回収の困難な未納者がほとんどとなり、

延滞者が固定化してきていることなどが要因

と考えています。 

 今後とも引き続き、滞納発生後の速やかな

督促を徹底するとともに、過年度対応分につ

きましては、延滞の固定化を防ぐために、長

期間未払いの者に対して繰り返し催促を行う

など、未収金の解消につなげていきたいと考

えております。 

 次に、23ページの平成30年度の不納欠損に

関する調べをお願いいたします。 

 育英資金の不納欠損でございます。 

 平成30年度は、右欄の備考のとおり、２件

の不納欠損を行っております。 

 不納欠損の理由は、奨学生及び連帯保証人
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が県の債権について破産免責決定を受けたも

のと、奨学生が死亡、連帯保証人２人のうち

１人は死亡、１人は生活保護受給中で、いず

れも回収の見込みがなくなったものでござい

ます。 

 高校教育課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○古田義務教育課長 義務教育課長の古田で

ございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の51ページをお願いいたします。 

 国庫支出金の国庫補助金でございますが、

主なものとしては、被災児童生徒就学支援等

事業費補助でございます。これは、熊本地震

で被災した児童生徒に対し、就学支援を行う

市町村へ県が補助金を交付するものでござい

ます。 

 国庫委託金の教育方法等改善研究委託金で

ございますが、これは、道徳教育用郷土資料

「熊本の心」の活用等に係る経費である道徳

教育総合支援事業や幼児教育の向上のためア

ドバイザーを派遣する幼児教育アドバイザー

派遣事業等に係る経費でございます。 

 なお、歳入につきまして、不納欠損額、収

入未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の53ページをお願いいたします。 

 教育指導費の主なものとしては、先ほど御

説明しました熊本地震被災児童生徒就学支援

事業や、小中学生の英語力及び教員の英語指

導力の向上に係る経費である英語教育改革推

進事業等でございます。 

 不用額を生じた理由は、経費節減に伴う執

行残等でございます。 

 義務教育課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○牛野特別支援教育課長 特別支援教育課長

の牛野でございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の54ページをお願いいたします。 

 国庫支出金でございますが、主なものとし

ましては、特別支援学校整備費補助でござい

ます。これは、特別支援学校を整備する特別

支援教育環境整備事業に係る国庫補助金でご

ざいます。 

 次に、55ページをお願いいたします。 

 下段にあります繰越金でございますが、こ

れは、特別支援学校の整備等の経費である特

別支援教育環境整備事業を翌年度に繰り越し

たことによるものでございます。 

 なお、歳入につきまして、不納欠損額、収

入未済額はございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 説明資料の57ページをお願いいたします。 

 まず、事務局費でございますが、これは、

現在の熊本はばたき高等支援学校に当たりま

す東部支援学校(仮称)準備事業でございま

す。 

 不用額を生じた理由は、経費節減に伴う執

行残でございます。 

 次に、教育指導費でございますが、主なも

のとしましては、医療的ケアが必要な児童生

徒に看護師を配置しますほほえみスクールラ

イフ支援事業や発達障害のある児童生徒を総

合的に支援いたします発達障がい等支援事業

などに係る経費でございます。 

 不用額を生じました理由は、発達障がい等

支援事業のうち、合理的配慮協力員、特別支

援教育支援員の人件費等の執行残やほほえみ

スクールライフ支援事業の入札に伴う執行残

等でございます。 

 次に、58ページをお願いいたします。 

 特別支援学校費でございますが、これは、

施設整備等の経費である特別支援教育環境整

備事業や特別支援学校分教室等を管理運営す

る県立特別支援学校管理運営費に係る経費で

ございます。 

 不用額を生じた理由は、特別支援教育環境
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整備事業の施設整備の入札に伴う執行残や県

立特別支援学校管理運営費の経費節減等に伴

う執行残でございます。 

 次に、附属資料について御説明をいたしま

す。 

 ９ページをお願いいたします。 

 明許繰り越しに係る平成30年度繰越事業調

べでございます。 

 先ほど御説明しました特別支援教育環境整

備事業でございますが、繰り越しの理由は、

熊本地震の影響によります入札の不調、不落

等により工事期間が遅延し、年度内の執行が

困難となったため繰り越したものでございま

す。 

 これは、平成29年度中に入札しましたが、

不落となり、改めて平成30年度に入札し、工

事期間が令和元年度まで設定されたことによ

るものです。 

 次に、10ページをお願いいたします。 

 事故繰越に係る平成30年度繰越事業調べで

ございます。 

 これも特別支援教育環境整備事業でござい

ますが、繰り越しの理由は、熊本地震の影響

により施工業者における人員確保が困難とな

り、施工に不測の日数を要したため繰り越し

たものでございます。 

 特別支援教育課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○重岡学校安全・安心推進課長 学校安全・

安心推進課、重岡でございます。 

 まず、歳入について御説明をいたします。 

 説明資料の59ページをお願いいたします。 

 説明に入ります前に、表の収入未済額に誤

植がございますので、この場にておわび、訂

正をさせていただきます。 

 国庫支出金、一番上の上段でございます

が、収入未済額、０でございます。その次の

次、上から３段目、収入未済額のところ、こ

こも同じく０でございます。大変申しわけご

ざいません。 

 国庫支出金につきましては、不納欠損額及

び収入未済額はございません。 

 主なものとしましては、国庫補助金のスク

ールカウンセラー等配置事業費補助でござい

ます。これは、いじめや不登校など悩みを抱

える生徒や平成28年熊本地震発生に伴う児童

生徒の心のケアに対応するため、専門的知

識、技能を有する臨床心理士等の配置のため

に国から交付される補助金でございます。 

 次に、60ページをお願いします。 

 諸収入の雑入でございますが、不納欠損額

はございません。 

 収入未済額として。324万7,000円を計上し

ております。これは、スクールカウンセラー

報酬等返還金に係るものです。 

 これについては、後ほど附属資料にて詳し

く御説明いたします。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 61ページをお願いいたします。 

 教育総務費の教育指導費の主なものとしま

しては、外部専門家による学校支援充実事業

及び県立学校いじめ・不登校等対策事業に要

した経費でございます。これらは、いじめ、

不登校の積極的防止と解消を図るため、学校

における教育相談体制の充実及び校内研修等

の支援を行うものでございます。 

 不用額につきましては、スクールカウンセ

ラーの人件費が見込みより少なかったこと等

による執行残でございます。 

 保健体育費の保健体育総務費の主なものと

いたしましては、日本スポーツ振興センター

事業に要した経費でございます。これは、学

校管理下で児童生徒等の事故、災害が発生し

たときに、災害共済給付金を支払うものでご

ざいます。 

 不用額につきましては、日本スポーツ振興

センターからの災害給付金の支払いが見込み

より少なかったことによる執行残等でござい

ます。 
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 次に、附属資料について御説明をいたしま

す。 

 18ページの平成30年度収入未済に関する調

べをお願いいたします。 

 ２の収入未済額の過去３カ年の推移の表を

ごらんください。 

 左側の欄に記載のとおり、収入未済額は、

スクールカウンセラー報酬等返還金に係る分

でございます。 

 右側の計の欄に記載のとおり、平成30年度

の収入未済額は、324万7,000円です。 

 ３の平成30年度収入未済額の状況のとお

り、現在、分割による納入を行っているとこ

ろです。 

 次に、４の平成30年度未収金対策をごらん

ください。 

 上段の経緯に記載のとおり、本件は、県が

平成12年に任用しましたスクールカウンセラ

ー１名が資格要件を満たしていなかったこと

が後日判明したため、任用当時にさかのぼっ

て、支払った報酬等の返還を求めているもの

でございます。 

 平成16年12月に返還が確定し、一時期は継

続的に返還が行われておりましたが、当人が

体調不良等により安定した仕事に就労できな

くなったことなどから、返還額が少額にとど

まったり、断続的に滞納が続くなどして、返

還が長期化しているところでございます。 

 下段の平成30年度の取り組みに記載のとお

り、平成29年12月に返還額を見直したため、

平成30年度は継続的に納入がありました。し

かし、平成31年１月から滞納状態となったた

め、当人を呼んで面談をしたところ、健康状

態がよくないため、思うように仕事につけて

いない状況にあるとの説明を受けました。た

だ、当人としては、可能な範囲で返還を行い

たいとの意思があったことから、年度内に４

万5,000円の返還を受けたところです。 

 今後も引き続き、電話や面談を行うなどし

て、本人の就業状況等を確認しながら、未収

金の回収に努めてまいります。 

 学校安全・安心推進課は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○井上人権同和教育課長 人権同和教育課、

井上でございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の62ページをお願いいたします。 

 国庫支出金につきましては、不納欠損額及

び収入未済額はございません。 

 諸収入につきましては、地域改善対策高等

学校等奨学資金貸付金回収金でございまし

て、現年度分、過年度分、年度後返納分を合

わせて3,504万2,000円が収入未済となってお

ります。 

 なお、不納欠損額は、５万1,000円となっ

ております。 

 この未収金対策につきましては、催告とあ

わせて分割納付を指導するなど、関係市町村

と連携して未収金の回収に努めているところ

でございます。詳細につきましては、後ほど

附属資料で説明をさせていただきます。 

 次に、歳出について説明いたします。 

 説明資料63ページをお願いいたします。 

 教育総務費の教育指導費につきましては、

人権教育を推進するための経費及び各種人権

教育研修事業等に係る経費でございます。 

 次に、高等学校費の教育振興費につきまし

ては、高等学校等進学奨励事業に係る経費で

ございます。 

 次に、社会教育費の社会教育総務費でござ

いますが、これは、人権教育関係補助事業等

に係る経費でございます。 

 次に、附属資料について御説明をいたしま

す。 

 19ページの平成30年度収入未済に関する調

べをお願いいたします。 

 １の平成30年度歳入決算の状況は、備考欄

に記載のとおり、地域改善対策高等学校等奨



第７回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和元年10月24日) 

 

 - 15 - 

学資金貸付金回収金でございます。これは、

現在、新たな貸し付けは行っておりません

が、平成17年度までに貸し付けた高等学校、

大学等の奨学資金の償還金でございます。 

 ２の収入未済額の過去３年間の推移は、下

段の合計欄のとおり、収入未済額は年々減少

しております。 

 次に、20ページをお願いします。 

 ３の平成30年度収入未済額の状況の右側、

合計欄をごらんください。 

 奨学資金の未納者は、上段の奨学資金貸付

金回収金分と下段の年度後返納分を合わせま

すと158人であり、その内訳、は表のとおり

でございます。 

 なお、その他につきましては、現在、奨学

生本人の状況を確認し、今後、分割納付等に

つなげていくものなどでございます。 

 ４の平成30年度の未収金対策につきまして

は、１の実施した取り組み内容に記載のとお

り、現年度分につきましては、関係市町村担

当者に対して、返還事務説明会を実施すると

ともに、滞納発生後は、未納者に対して、年

間を通じて電話や文書による催告を実施して

おります。また、過年度分につきましては、

未収金特別対策として、関係市町村の担当者

と一緒に未納者の自宅を訪問し、未納者の生

活状況等を把握した上で、状況に応じて返還

指導を行っております。県外在住者につきま

しても、個別訪問による直接交渉を行ってお

ります。 

 ２の取り組みの成果につきましては、３段

目に記載のとおり、収入未済額は、3,504万

2,000円となり、前年度末の3,817万9,000円

から313万7,000円の減となっております。 

 24ページの平成30年度不納欠損に関する調

べをお願いいたします。 

 地域改善対策高等学校等奨学資金貸付金に

ついて、行方不明者１名について、５万

1,000円の、返還債務の免除に関する条例第

２条第１号の規定により不納欠損処分を行っ

たものでございます。 

 人権同和教育課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○西村体育保健課長 体育保健課長の西村で

ございます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料の64ページをお願いいたします。 

 使用料及び手数料でございますが、主なも

のとしましては、体育施設の行政財産目的外

使用に基づく使用料でございます。 

 次に、65ページをお願いいたします。 

 66ページにかけまして、国庫支出金でござ

いますが、就学奨励費補助及び全国中学校体

育大会運営事業費補助を合わせた220万6,000

円が収入未済となっております。 

 この未収金につきましては、国へ支出の要

請を行っているところでございます。詳細に

つきましては、後ほど附属資料で御説明させ

ていただきます。 

 また、国庫支出金の主なものとしまして

は、66ページの公立社会体育施設の災害復旧

や文部科学省の委託事業に係る歳入でござい

ます。 

 65ページ上段に、予算現額と収入未済額と

の差が３億3,327万7,000円と記載しておりま

すけれども、主な要因としましては、66ペー

ジ上から３行目の教育災害復旧費補助におけ

る事業繰り越しに伴う減によるものでござい

ます。 

 次に、67ページをお願いいたします。 

 繰越金ですが、これは、前年度からの事故

繰越分でございます。 

 次に、諸収入でございますが、主なものと

しましては、教育施設等運営事業負担金でご

ざいまして、これは、熊本武道館に係る熊本

市からの負担金等でございます。 

 なお、歳入につきましては、不納欠損額は

ございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 
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 68ページをお願いいたします。 

 まず、保健体育総務費でございますが、県

立学校における健康診断などに係る経費でご

ざいます。 

 不用額につきましては、県立学校における

健康診断などの入札残等に伴う執行残でござ

います。 

 次に、体育振興費でございますが、主なも

のとしましては、国民体育大会、東京オリン

ピック選手育成事業や令和元年度全国高等学

校総合体育大会準備などに係る経費でござい

ます。 

 不用額につきましては、国民体育大会等に

おいて、選手の派遣に伴う旅費や宿泊費等が

予定よりも少なかったことなどによるもので

ございます。 

 次に、体育施設費でございますが、主なも

のとしましては、県民総合運動公園など県営

体育施設の整備事業、管理運営費などに係る

経費でございます。 

 不用額につきましては、整備事業に係る入

札残及び経費節減に伴う執行残でございま

す。 

 翌年度繰越額2,939万9,000円につきまして

は、附属資料で御説明いたします。 

 次に、69ページをお願いいたします。 

 教育施設災害復旧費でございますが、これ

は、熊本地震により被災しました県営体育施

設の災害復旧費でございます。 

 不用額につきましては、入札等に伴う執行

残でございます。 

 翌年度繰越額２億8,237万2,000円につきま

しては、附属資料で御説明いたします。 

 次に、附属資料の説明をいたします。 

 附属資料11ページをお願いいたします。 

 平成30年度繰越事業調べをお願いいたしま

す。 

 県営体育施設整備事業につきまして、県立

総合体育館と藤崎台県営野球場の施設整備に

係る経費の2,939万9,000円を繰り越したもの

でございます。 

 繰越理由としましては、県立総合体育館の

整備では、熊本地震の影響により施工業者に

おける人員確保が困難となり、工事施工に不

測の日数を要したことによるもの、藤崎台県

営野球場の整備では、工事箇所が文化財包蔵

地であったため、設計に時間を要したもので

ございます。 

 次に、県営体育施設災害復旧事業につきま

しては、県総合射撃場の災害復旧に係る経費

の２億8,237万2,000円を繰り越したものでご

ざいます。 

 繰越理由としましては、熊本地震の影響に

より施工業者における人員確保が困難とな

り、工事施工に不測の日数を要したことによ

るものでございます。 

 続いて、21ページの平成30年度収入未済に

関する調べをお願いいたします。 

 収入未済額につきましては、１の平成30年

度歳入決算の状況の備考欄に記載のとおり、

要保護児童生徒援助費補助金及び全国中学校

体育大会運営費事業補助金でございます。 

 収入未済額は、２の収入未済額の過去３年

の推移、右側の計の欄に記載のとおり、220

万6,000円となっております。 

 本件につきましては、平成29年度要保護児

童生徒援助費補助金と平成29年度全国中学校

体育大会において、財源の一部となる国庫補

助金の請求漏れにより収入未済が生じたもの

でございます。 

 これは、２件の補助金ともに、近年実績が

なかったことによる事務手続の誤認及び組織

的なチェック体制の不足により、補助金の請

求期限である４月末日までに請求書の提出及

び官庁会計システムの入力ができていなかっ

たことによるものでございます。 

 当該未収金につきましては、平成30年５月

の判明直後、文部科学省とスポーツ庁に直接

出向き、補助金の支出について検討いただく

ようお願いしたところでございますが、国か
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らは、４月末の請求期限後の処理は不可能で

あるとの回答がございました。 

 以降、国に対して、引き続き補助金の支出

について要請をしておりますが、国からは支

出できないとの回答を受けております。今後

も引き続き、国に対して補助金の支出を要請

してまいります。 

 また、再発防止策につきましては、事務処

理に関する研修を実施し、処理の手順、必要

書類等の確認を行うとともに、事業の進捗管

理表を作成し、組織的なチェック体制の強化

を図っております。今後、同様の事態が起こ

らないよう、適切な事務処理に努めてまいり

ます。 

 体育保健課分は以上でございます。御審議

のほどよろしくお願いいたします。 

 

○溝口幸治委員長 以上で説明が終わりまし

たので、質疑を受けたいと思います。 

 質疑ある方は、挙手をお願いいたします。 

 

○増永慎一郎委員 ちょっと教育政策課のほ

うにお尋ねいたしたいと思います。 

 資料の５ページ、教育委員会費、不用額が

92万6,000円出ていますけれども、ちょっと

先ほどの説明がよくわからなかったので、も

う一回きちんと説明していただきたいんです

けれども。 

 

○上塚教育政策課長 これは、教育委員の報

酬がありまして、その分予定どおり、旅費等

も含めて、ちょっと教育委員の活動費等に不

足が生じ――執行できない部分がありまし

て、その残でございます。活動、いろんな視

察とかございますけれども、それが予定より

少なく執行されたということです。 

 

○溝口幸治委員長 もうちょっとちゃんと説

明したほうがよくはないかな、そこは。 

 

○増永慎一郎委員 何か先ほど、いろんな行

事が重なって教育委員さんが出席ができなか

ったので、その分の費用が執行残になったと

いう説明じゃなかったですかね。 

 

○上塚教育政策課長 教育委員は、毎月、定

例の教育委員会がありますけれども、それ以

外に、学校の現場とか、いろんな卒業式と

か、そういったところに出席されるんですけ

れども、それが行事が重なったりして、ちょ

っといろんなところに手分けして行くんです

けれども、その予定がちょっと回数が少なく

なったということです。 

 

○増永慎一郎委員 教育委員さんは６名だっ

たというふうに思っておりますけれども、何

というか、いろんな行事に行ってもらうとか

会議とか、そういった部分に出席していただ

くということで教育委員に多分任命されてい

るんだというふうに思っておりますので、そ

ういったのが行事が重なってなかなか行けな

かったとかになれば、これはちょっといろん

な点で今から不都合な点が出てくるんじゃな

いかというふうに思っておりますが、そうい

った日程の調整とか、そういった部分をきち

んとやっていかないと、何のために教育委員

がいらっしゃるかというのがわからないよう

な形になりますけれども、その辺についてど

ういうふうに思われますか。 

 

○上塚教育政策課長 日程と教育委員さんの

予定を調整して、できるだけ出席いただける

ようにやっていきたいと思っておりますが、

ちょっと今回はそれがうまくいかなかったと

いうことですので、今後ちょっと気をつけて

いきたいと思います。 

 

○溝口幸治委員長 じゃあ、青木理事、整理

してください。 
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○青木教育理事 教育委員は５人いらして、

今課長が説明しましたとおり、手分けして行

事等あるいは視察等に行っていただくところ

でございますけれども、もちろん予算の計上

に当たっては、過去の実績を見て多目に積ん

でいるという中で、なかなか出席がかなわな

いときが昨年度あったということでございま

す。 

 そこで、委員御指摘のとおり、日程調整等

々含めて、改善の余地あるかどうか含めて検

討させていただきたいと存じます。よろしく

お願いします。 

 

○増永慎一郎委員 この委員会費が968万、

約１割ぐらいが不用になっているので、これ

は、10回に１回は何かの行事に行かれてな

い、行けてないとかいう形に多分なるんだろ

うなというふうに思っておりますので、まあ

別に大した行事じゃなければいいんですけれ

ども、中身がちょっとわかりませんので、で

きれば大事な会議とか、誰も調整がつかずに

行けないということになれば、何のために教

育委員がいらっしゃるかというのがよくわか

らないような形でございますので、その辺は

ちょっときちんと日程調整しながら――この

部分は少し多目に積んであるということでご

ざいますけれども、そういった事態で不用額

が出ないように、よろしくお願いしたいと思

います。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○ 田大造委員 附属資料で２点ありまし

て、まず、18ページのこのスクールカウンセ

ラー報酬等返還金なんですが、説明でここに

記載があるんですが、スクールカウンセラー

１名が資格要件を満たしていなかったことが

後日判明とあるんですが、これは雇うときに

そういう資格を確認して雇うはずなんです

が、何でこういうことが起こって、いまだに

続いているのかと。 

 あと、似たような案件なんですが、21ペー

ジですね、最後に説明を受けました。 

 これは、平成29年度に全国中学校体育大

会、ちょっと私詳しくは知らないんですけれ

ども、熊本でやったんですかね。毎年、こう

いう大会はあると思うんですが、何でこうい

うことが起きたのかと。 

 あと、国は、もう４月末日までで請求が終

わっていますので、受け付けませんと言って

いるのに、まだこういう返還をお願いすると

いうことをここで議論してもしようがないと

思うんですけれどもね。これは、どうやって

対応――国はもう払わないと言っているの

に、またここで頑張りますと言ってもしよう

がないと思うんですが、その辺どうなってい

るのか、もうちょっと詳しく教えてくださ

い。 

 

○重岡学校安全・安心推進課長 委員御指摘

のスクールカウンセラーの任用に当たりまし

て、平成12年、まずスクールカウンセラーと

しての履歴書、臨床心理士資格、そういった

ものを確認し、県の臨床心理士会のほうにそ

の内容等、登録者であるかどうかを確認して

おります。その際、県の臨床心理士会のほう

からも、会員であるということを確認しまし

たので、任用をしたところでございます。 

 翌年13年の６月末になりまして、県の臨床

心理士会のほうから、当該の方の臨床心理士

の資格が無資格であるということが判明した

ということがその後報告がありまして、そこ

で退職勧告をしたというところでございま

す。 

 事案発覚後、県警察本部捜査第２課とも、

刑事告発等についても協議を行いましたが、

そういった資格が無資格だったことは故意で

はなかったということで、カウンセリングの

経験等は事実であるということもあり、刑事

告発等はせずに、このような形で面会をしな
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がら返還をしてもらっているという状況でご

ざいます。 

 

○西村体育保健課長 体育保健課でございま

す。 

 今委員のほうから御質問のありました件に

つきましてお答えいたします。 

 まず、全国中学校体育大会につきまして

は、８年に１回ほど、要するに、九州ブロッ

クで受けた事業の中の陸上競技とサッカー競

技の２競技を、本県のほうで開催したもので

ございます。 

 先ほど御説明した中でも申しましたけれど

も、８年に１回の事業でございまして、ここ

数年間、そういう手続等の処理がなかったこ

と等によりまして、事務手続で誤認が生じた

ために発生したものでございます。 

 また、国との見解の違い等がございました

けれども、実は、会計法の中の解釈で、国と

県の解釈のところにちょっと解釈の違い等が

出てきておりまして、実際、事務処理上の中

では、財政課、会計課とも協議をしながら、

今進めていっているところでございます。再

度、要望は国のほうにしていきたいというこ

とで、先ほど申し上げた次第でございます。 

 

○ 田大造委員 見解が違ったといっても、

それで覆ることってあるんですかね。 

 

○西村体育保健課長 他県において、過去

に、この事業ではございませんけれども、支

出された事業があるとは伺っております。粘

り強く、私たちとしては、引き続きお願いを

してまいりたいということでございます。 

 

○ 田大造委員 了解しました。 

 

○山口裕委員 53ページ、義務教育課の学力

向上対策事業についてお尋ねします。 

 学力向上対策事業、たしかゆうチャレンジ

だと理解しますけれども、今回、ゆうチャレ

ンジ、これまで長年大きな事業としてやって

きましたが、ゆうチャレンジをやめて新たな

取り組みを行うということでございますけれ

ども、このゆうチャレンジにどういう課題が

あって、次の新たな制度に踏み込もうと考え

たのか等も、新たな事業ではすごく重要だと

思いますので、そのお考え、見解をお尋ねし

ます。 

 

○古田義務教育課長 義務教育課でございま

す。 

 今委員からお話がございましたとおり、ゆ

うチャレンジは、もう15年余り続けてまいり

まして、本県の独自の問題として開発、実施

をし、国からも高い評価を受けていたところ

でございます。 

 思考力、判断力、表現力等まで問う問題で

ございましたが、子供たちに返す個人票でご

ざいましたり、全体の県の課題に応じたプリ

ントは出しておりましたけれども、一人一人

の子供たちに応じたプリントというまでは開

発が難しゅうございまして、そのあたりを課

題というふうに考えてまいりました。 

 新たな学力調査では、民間のノウハウを活

用いたしまして、子供たちのつまずきがどこ

にあるのか、個人票にしっかり明記をした上

で、つまずきの部分、また、新たにもっと挑

戦できる部分あたりのプリントを一人一人に

提供をして、子供たち一人一人の学力に応じ

た向上を目指していきたいというふうに考え

ているところでございまして、本年度が今か

ら実施ということでございまして、１年目の

課題等を踏まえて、さらに充実を図っていき

たいというふうに考えているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

 

○山口裕委員 ゆうチャレンジでは、教職員

に対する資料というのもあったんですけれど
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も、今の答えでは、何かそのあたりがなくな

るのかなと理解しますけれども、その辺を追

加して。 

 

○古田義務教育課長 義務教育課でございま

す。 

 当然、先生方に対する資料等も、詳しいも

のを配付いたす予定でございますし、それに

応じて県のほうでも指導をしていきたいとい

うふうに考えております。 

 継続的にゆうチャレンジもホームページに

載せまして活用していくことにしておりまし

て、引き続きそのゆうチャレンジの延長上に

質的向上を図ると考えております。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○山口裕委員 学力向上といえば、高等学校

で実証的に学習を補完するアプリを導入した

のがあったと思うんですが、どんな資料を見

てもここには出てこないので、状況はどうな

のか、説明ください。 

 

○那須高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 スタディーサプリというのを平成29年度ぐ

らいから入れておりました。それには一部補

助をしておりましたが、その後、それを、平

成30年度になりまして、ちょっと補助をやめ

たところではございますが、それにかわるも

のとして、学校のほうでは、クラッシーとい

う、もう少し総合型の学力、自分がどういう

ふうに学習を記録して、その学習の発達とい

いますか、そこまでポートフォリオとして記

録できるようなものも学校が取り入れ始めま

したので、それを踏まえまして、今、今後ど

ういうふうにしていくかというのを高校のほ

うで考えているところでございます。 

 

○山口裕委員 １年目はスタディー、２年目

は、現場の意見を聞けばクラッシー、限られ

た学校でやっていますよね。学力の向上が必

要なのは、県下全ての県立高、変わらないの

で、いつかの時点では全県に出すべきだと私

は思っていたんですね。それがなかなか進ま

ない。またこうやって１年でそもそもが変わ

るというのは、なかなか慎重さに欠けたとい

うか、そういう感じではないかなと思うんで

すね。 

 そういう意味でも、そのクラッシーのよさ

とか、学力とか学習を補完するのが高いんだ

ろうなと思いながらも、今後は、やっぱり機

会は均等に与えないかぬという観点から、全

ての県立高校でそれが使えるように取り組ま

なければいけないと思いますけれども。 

 

○那須高校教育課長 高校生の学力保障とい

うことで、大きく普通科系の高校と専門系の

高校がございまして、それをどういうふうに

して学力を図っていくかというようなこと

で、文科省のほうが基礎力の学力診断テスト

というあれを認定しましたので、ほぼ普通科

系はスタディーサポート、それから、専門系

高校のほうは進路マップというようなのを取

り入れまして、それを学校のほうで利用し

て、学力がどういうふうに変化していくの

か、それから、先々の進路に関する面談等に

利用している面が１つございます。 

 もう一つは、そこと組み合わせて基礎診断

テストが入りましたものですから、そこを含

めまして、今度、それに一番利用できるよう

なソフトといいますか、そんなのがあるのか

というのも含めて、今検討しているところで

ございます。 

 

○山口裕委員 今のだと、例えば、生徒一人

一人がダウンロードしてそれを利用するとい

う感じにはちょっと聞こえなかったんです

が、学校側が使う中で何か補完すればとい



第７回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（令和元年10月24日) 

 

 - 21 - 

う、最初のクラッシーとかとはちょっと趣と

いうか、全然違うような気がするんですけれ

ども。 

 

○那須高校教育課長 クラッシーのほうは、

自分で日々の成果とかを入力して、それを教

員も見れますし、自分もきちっと把握できる

というふうなソフトでございますので、学力

をつけていく上での補完するソフトとして、

そちらのほうを使いたいというふうに考えて

おります。 

 

○山口裕委員 クラッシーを私は全ての学校

でとか、普通高校で導入すべきだとか、必要

だと思ったときに使えない、生徒がそれを使

うことができないという環境はやっぱり取り

除くべきだと思うので、そのあたりは今後の

課題として考えてください。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○増永慎一郎委員 以前も決算委員会のとき

にお伺いしたんですが、多分高校教育課だと

思いますけれども、実業系の学校、農業高校

とか工業高校とか、そういった部分の実習機

材、これの更新とかはどこに載っているんで

しょうか。 

 

○那須高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 資料につきましては、高校教育課、40ペー

ジでございます。そこの中の教育振興費の中

に入ってございます。 

 １つが高等学校産業教育電算組織整備事

業、もう一点が高等学校産業教育設備整備費

ということで、これは、電算組織の整備事業

はリースで行っておりますので、６年プラス

１年のリースで、古いものになったものから

順番に更新をしていくと。 

 もう一つの産業教育の設備整備費ですけれ

ども、これは、産業教育関係で実験、実習等

に使います設備あたりを、年次計画で、専門

高校のほうから要望を上げていただきまし

て、古いものから順番、それから要求度が高

いものというのを考慮しながら、毎年更新さ

せていただいているというような事業でござ

います。 

 

○増永慎一郎委員 この特別会計のほうです

ね、実習資金特別会計、これのほうからはお

金は出てないんですか。 

 

○那須高校教育課長 実習資金特別会計のほ

うは、農業高校、農業に関するものと、それ

から水産に関するものというふうに大きく２

つ分けておりまして、基本的にこの実習資金

というのは、生産物の売り払い収入で一つ回

していくというのがございます。 

 どうしても、トラクターとか、ああいうよ

うなのを買う場合がここにはございますの

で、ここでも設備、備品として計画を立てな

がら、ここで更新をしていくというようなと

ころで充てているところでございます。 

 

○増永慎一郎委員 じゃあ、この前も言いま

したけれども、今の時代にそぐわないような

古いタイプのトラクターとか、そういったも

のが非常に多くあるので、例えば、自分で帰

って後継者になって就農しようとしたとき

に、その学校で乗っていたようなのはもう全

然ないので、どうにかしてくださいという話

を保護者からよく聞くんですよ。 

 今見たら、結構お金が、不用額が両方とも

多いので、この辺もうちょっと工夫していた

だいて、まあなかなか難しいかもしれません

けれども、20年前ぐらいのを使わせるより

も、ひょっとしたらもう中古とかでもいいの

があるんじゃないかというように思いますの

で、その辺は、今使える、そういう機械をで

きればよく工夫していただいて、せっかくこ
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の不用額が多いので、できればそうしていた

だきたいなというふうに要望しておきます。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○楠本千秋委員 施設課に２点ほど。 

 附属資料の最後の25ページの財産処分の件

ですけれども、南関町でこの18項目を譲渡さ

れたということですけれども、その辺のちょ

っと経緯を、この18件が全部、学校全てなの

か、その辺も教えてもらえれば。 

 

○川元施設課長 施設課でございます。 

 南関高校、高校再編の中で廃校になりまし

て、その敷地、建物全てを南関町役場として

町が使うということで、全て譲渡しておりま

す。 

 譲渡に当たっては、まあ無償譲渡なんです

が、そこは財産審議会の承認を得て、また、

30年２月の県議会でも承認をいただいておる

ところでございます。 

 以上です。 

 

○楠本千秋委員 もう一点は、「熊本丸」実

習船、これが2,100万円ですか、出ています

けれども、どちらのほうに行ったんでしょう

か。 

 

○川元施設課長 愛媛県の海洋調査をするよ

うな企業が購入者と聞いております。 

 

○楠本千秋委員 わかりました。 

 

○溝口幸治委員長 済みません、この前、商

工観光労働部の審査のときに、増永委員から

県立技短の話が出て、要は――もちろん、あ

そこは世界で羽ばたくというか、日本のど真

ん中で仕事をするような人材も育っているん

ですが、できれば地元にも多くの方々に就職

してほしいというお話がありました。 

 その中で、今商工観光労働部では、企業誘

致とか一生懸命頑張っていますけれども、も

ちろん世界で羽ばたく、日本の真ん中で頑張

る子も育てにゃいけませんが、あわせて、や

っぱり地元に残っていただくような子供とい

ったときに、高校のそのクラスのあり方とい

うか、特に専門学校、そういうところのあり

方と連動していかないと、特に、今熊本は、

人材確保に非常にそれぞれの企業は苦労され

ていますので、わざわざ愛知とか、ああいう

ところにしか仕事がないような人材をどんど

んどんどん供給している状態なので、そこを

やっぱりもう一工夫、例えば、機械科が２つ

あれば、１つはもう情報関係のものにしてし

まってやっていくとかですね。 

 まあ、それぞれの地域で、人材確保、企業

誘致も違うんですね。熊本市周辺だと、自動

車産業で機械系ですけれども、例えば、私の

人吉とか水俣とか、山都もそうですけれど

も、今サテライトオフィスとかいってやって

いますので、そういうところというのは、や

っぱり情報系というか、プログラミングと

か、そういう人ってなってくるんだと思いま

すけれども、ぜひ、高校再編というか、その

クラスと商工のところと連動して、高校のあ

り方あるいは技術教育の勉強の仕方とかも、

そこが一体となってやっていかないと、今ま

での行政でいくと、教育委員会は教育委員

会、知事部局は知事部局、特に商工のほう

は、こういう人材が欲しいんだけどな、高校

のときからこういうことをやってほしいなと

思っても、なかなかそこは今までの壁があっ

てできなかったんだと思いますけれども、改

めて、古閑教育長が就任されましたので、そ

の辺の、一緒にちゃんと議論をして、熊本に

必要な人材あるいは日本で羽ばたくような人

材をあわせて育てていくというようなこと

を、ぜひ教育委員会と商工観光労働部と連携

してやってほしいというふうに思っています

ので、教育長からコメントをいただきたいと
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思います。 

 

○古閑教育長 溝口委員長のほうから御指摘

いただきましたけれども、我々も、ずっとそ

ういう、県内就職率の向上を含めて、県内企

業に優秀な人材を育てるというのは、我々の

役目の一つだというふうに認識をいたしてお

ります。 

 今商工観光労働部、いわゆる知事部局との

連携もお話しいただきましたし、これは当然

やっていかなきゃならないし、今でもやって

いる部分は当然ございますし、あと、直接今

企業とも連携をとらせていただいて、県内企

業、いろんな経済団体、また、工業連合会含

めて、包括協定を今結ばせていただいており

ますので、そこからもいろんな企業の紹介、

また、出前講座等々もお願いして、いわゆる

県内企業の周知を図っているところでござい

ますので、我々教育委員会としても、それぞ

れの高校の特色を生かしながら、しっかりと

人材の育成に取り組んでいければというふう

に思っております。 

 

○溝口幸治委員長 よろしくお願いいたしま

す。 

 ほかにございませんか。――なければ、こ

れで質疑を終了したいと思います。 

 これで教育委員会の審査を終了いたしま

す。 

 午後１時から再開します。よろしくお願い

します。 

  午後０時３分休憩 

――――――――――――――― 

  午後０時58分開議 

○溝口幸治委員長 それでは、委員会を再開

いたします。 

 これより病院局の審査を行います。 

 執行部からの説明は、効率よく進めるため

に、着座のままで簡潔にお願いいたします。 

 それでは、病院事業管理者から決算概要の

総括説明をお願いします。 

 

○吉田病院事業管理者 病院事業管理者の吉

田でございます。本日は、どうぞよろしくお

願いいたします。着座にて説明をさせていた

だきます。 

 こころの医療センターの運営に対しまして

は、かねてから、御指導、御支援をいただ

き、厚く御礼を申し上げます。 

 まず、決算等の説明に先立ちまして、昨年

度の決算特別委員会におきまして、施策推進

上改善または検討を要する事項等とされまし

た点につきまして、その後の措置状況を御報

告申し上げます。 

 病院局に対しましては、「児童・思春期医

療を推進するに当たり、専門医師の養成のた

めに、医師の東京都立病院への派遣研修を実

施しているが、研修に参加した医師の研修成

果がこころの医療センターに適切に還元され

るよう、定着率の向上等に努めること。」と

いう御指摘をいただきました。 

 こころの医療センターでは、児童・思春期

医療における受診までの待機期間の短縮と継

続的な治療環境の確保を図るため、熊本大学

を初めとする関係機関と連携を図りながら、

専門医の育成、確保に取り組んでまいりまし

た。 

 平成24年度から29年度には、派遣研修を終

えた医師が中心となって診察に当たっており

ましたが、昨年度、30年度は、思春期ユニッ

トの本格稼働に合わせて、熊本大学から児

童・思春期医療の経験が豊富な医師の派遣を

いただき、開設初年度の診療に当たってきた

ところでございます。今年度は、医局の人事

異動により専門医が減少したところですが、

引き続き、熊本大学と協力して専門医の確保

に努めますとともに、御指摘も踏まえなが

ら、病院内部での専門医育成にも力を入れて

まいります。 

 次に、当センターの運営状況について御説
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明いたします。 

 こころの医療センターの入院患者数は現在

110名前後、外来患者数は１日平均100名程度

で推移しております。 

 当センターでは、措置入院など民間では対

応が困難な患者の受け入れや、薬物依存など

専門性が必要な患者の治療を行うセーフティ

ーネット機能としての役割はもちろんのこ

と、政策的・先導的医療を推進するため、患

者の地域移行支援や児童・思春期医療に重点

的に取り組んでおります。 

 また、災害対応や当センターの人材とノウ

ハウを活用した、地域に貢献できる病院づく

りにも取り組んでいるところでございます。 

 次に、平成30年度の決算状況について、概

略を御説明いたします。 

 総収益16億6,000万円余に対し、総費用16

億3,000万円余で、2,800万円余の純利益とな

っております。 

 一般会計からの繰入金につきましては、資

本的収支について、過年度分損益勘定留保資

金、いわゆる内部留保で補塡するなど、一般

会計からの繰入金に過度に依存することのな

い効率的な運営に努めております。 

 今後も、県立病院として期待されている役

割を果たしますとともに、収益の確保を図り

ながら、安定的な経営に努めてまいります。 

 以上が病院運営及び決算状況の概要です

が、詳細につきましては、後ほど総務経営課

長から説明させますので、御審議のほどよろ

しくお願いいたします。 

 

○溝口幸治委員長 次に、監査委員から決算

審査意見の概要説明をお願いいたします。 

 

○濱田監査委員 代表監査委員の濱田でござ

います。 

 ４人の監査委員を代表して、私のほうから

決算審査意見書の概要を説明させていただき

ます。着座にて説明をいたします。 

 ピンクの冊子の平成30年度決算審査意見

書、熊本県病院事業会計というのがお手元に

あると思います。これをお願いいたします。 

 １ページをお開きください。 

 まず、審査の結果でございます。 

 １ページの中ほどに審査の結果としており

ます。 

 平成30年度の病院事業会計の決算諸表、こ

れは、病院事業の経営成績及び財政状況をお

おむね適正に表示しているものと認めており

ます。 

 以下、その下から経営の状況あるいは経営

成績の詳しい資料がついてございますが、た

だいまの吉田管理者の説明と重複しますの

で、割愛をさせていただきます。 

 ページ飛びまして、９ページをお願いいた

します。 

 ９ページでございます。９ページが審査意

見でございます。 

 大きく４点、我々のほうから意見を申し上

げております。 

 まず、(1)でございますが、これは、平成

30年度にスタートをいたしました第３次中期

経営計画についてでございます。初年度、や

や不本意な結果となってございますので、引

き続き、運営体制の強化に努め、経営基盤の

確立を図るとともに、経営計画の着実な実施

に取り組んでいただきたいという意見でござ

います。 

 (2)でございます。 

 医療スタッフの確保についてでございま

す。 

 ただいまの吉田管理者から説明ありました

とおり、知事部局あるいは熊大と連携して、

医療スタッフの確保に努めていただくという

のはもちろんでございますが、この後段に書

いていますとおり、これまでの蓄積したノウ

ハウを生かしながら、現行スタッフの専門性

を高めていく、こういった方向性もあるとい

うことを申し上げております。 
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 (3)でございます。 

 新たなニーズに対応した医療の展開と書い

てございますが、これは、児童・思春期医療

並びに地域生活支援事業等々のいわゆる政策

的・先導的医療の推進、これもあわせて図っ

ていただきたいという旨を意見申し上げてお

ります。 

 最後に、(4)でございます。 

 精神科病院としての地域への貢献について

でございます。 

 県内唯一の県立の精神医療のセーフティー

ネット拠点といたしまして、これまで蓄積し

てきたノウハウあるいは育成してきた人材、

こういったものを活用して、地域の貢献に取

り組んでいただきたいという意見をしており

ます。 

 以上４点が、監査委員からの意見でござい

ます。 

 どうぞよろしくお願いをいたします。 

 

○溝口幸治委員長 次に、総務経営課長から

決算資料の説明をお願いいたします。 

 

○緒方総務経営課長 説明いたします。 

 まず、監査結果指摘事項について、本年度

の定期監査における指摘事項、ございません

でした。 

 続きまして、監査委員からの決算意見につ

いて、取り組み状況を御説明いたします。 

 １点目、第３次中期経営計画の着実な実施

についてであります。 

 中期経営計画の初年度である平成30年度

は、患者の就労施設等への移行等により、病

床利用率、あるいは外来患者数等が目標をや

や下回りました。今後、患者の確保に努め、

引き続き目標達成に向けて取り組んでまいり

ます。 

 ２点目、医師を初めとした医療スタッフの

確保についてであります。 

 児童・思春期医療を推進するため、引き続

き、大学への専門医師の派遣を働きかけると

ともに、これまで蓄積したノウハウを生かし

て、現行スタッフの専門性を高めてまいりた

いと考えております。 

 ３点目、新たなニーズに対応した医療の展

開についてであります。 

 当センターでは、先ほど申しました児童・

思春期医療に加え、患者が社会生活を送れる

よう支援する地域生活支援事業も推進してお

ります。引き続き患者のニーズに対応した医

療を展開してまいりたいと考えております。 

 ４点目、県立精神科病院としての地域への

貢献についてであります。 

 当センターには、興奮状態にある患者さん

を安全に看護する包括的暴力防止プログラ

ム、通称ＣＶＰＰＰというんですけれども、

このインストラクターや精神科認定看護師が

在籍しております。これらの高い専門性を持

つ職員による講習会開催あるいは看護専門学

校等への講師派遣など、引き続き地域に貢献

できる病院づくりに努めてまいります。 

 決算審査意見書につきましては、以上であ

ります。 

 続きまして、平成30年度の決算状況につき

まして御説明いたします。 

 なお、説明につきましては、お手元の、こ

のような令和元年度決算特別委員会説明資料

を中心に、冊子の決算書につきましては、該

当ページをお伝えしながら御説明いたしたい

と思います。 

 資料１ページ、縦１番、病院の概要であり

ます。 

 まず、(1)沿革であります。 

 当院、昭和50年、富合病院として開院、現

在の形になったのが平成９年、診療科目、記

載のとおりであります。結核病床も保有して

おります。経営形態、地方公営企業法全部適

用、許可病床が200床ですけれども、平成20

年度から50床を休床し、現在の稼働病床は、

精神病床、結核病床合わせて150床でありま
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す。 

 組織について、資料記載のとおり、診療

部、看護部、総務経営課という構成で、平成

31年の４月１日現在の職員数99人となってお

ります。 

 (3)に病棟の構成を記載しております。 

 急性期治療病棟、総合治療病棟、そして、

児童・思春期ユニットを含む社会復帰病棟の

３つがあり、隔離室、合計11床を保有してお

ります。 

 ２ページをお願いいたします。 

 見開きで、県立病院として重要な２つの取

り組み、左ページにセーフティーネット機

能、右ページに政策的・先導的医療の展開を

記載しております。順に御説明いたします。 

 まず、左側のページ、縦１番、セーフティ

ーネット機能の維持・充実であります。 

 まず、説明資料の欄外、注釈１をごらんい

ただければと思います。 

 当院では、民間精神科病院等では受け入れ

が難しい殺人あるいは傷害等を犯した患者、

覚醒剤中毒患者等を受け入れております。 

 本文の表をごらんいただければと思いま

す。 

 ただいま御説明しました患者を含む措置入

院の受け入れや高度な専門性を要する患者の

受け入れ等の実績について、平成29年度と平

成30年度を比較して記載しております。 

 平成30年度は、薬物・アルコール依存患者

の退院により、高度な専門性を要する者の受

け入れが減少しております。一方、ほかの病

院から紹介されて来院された外来患者数が増

加しております。 

 右のページをお願いいたします。 

 当院のもう一つの重要な取り組みである政

策的・先導的医療の展開、具体的には、(1)

地域生活支援と(2)児童・思春期医療につい

て記載しております。順に御説明いたしま

す。 

 まず、(1)患者の地域での社会生活に向け

た地域生活支援の充実を御説明いたします。 

 これにつきましては、平成26年度に地域生

活支援室を設置して取り組んでおります。主

な活動ですが、ごみの分別や買い物支援等の

日常生活支援、金銭・服薬管理、ヘルパー等

であります。年々、対象者、訪問支援件数も

増加しており、地域での社会生活に向けた支

援が徐々に進んでいるところであります。 

 次に、(2)児童・思春期医療の積極的推進

について御説明いたします。 

 児童・思春期医療につきましては、不登

校、虐待等、子供の心を取り巻く問題が深刻

化している一方で、採算性の問題から、診療

できる医療機関が少ないというのが現状であ

ります。 

 当院では、平成24年度から外来診療、これ

に加えて、平成29年度末から入院診療を行っ

てまいりました。表ごらんのとおり、年々数

がふえている状況であります。 

 次のページをお願いいたします。 

 左のページに、３、入院・外来の状況を、

右のページに、４、経営状況を記載しており

ます。 

 まず、左のページ、３、入院・外来の状況

を御説明いたします。 

 決算書につきましては、主に13ページ、14

ページとなります。 

 ア、入院患者につきましては減少しており

ます。これは、思春期ユニットの開設に伴っ

て成人患者を退院させたことが大きな要因だ

と考えられますが、児童・思春期患者の入院

により、収益自体は増加しております。 

 イ、外来患者についても減少となりまし

た。児童・思春期外来者数は増加しました

が、デイケアにつきまして、これまで頻繁に

利用された患者が入院されたこと等により減

少したのが原因だと考えております。これに

より収益も減っております。 

 続きまして、右のページ、経営状況を御説

明いたします。 
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 決算書につきましては、主に１ページ、２

ページになります。 

 まず、ア、当期純利益ですが、外来収益は

減少したものの、入院収益が伸びて、医業収

益は若干増加いたしました。 

 また、一般会計負担金が基準の見直しによ

り増加したことにより、総収益も増加してお

ります。 

 費用につきましては、給与費や電子カルテ

システムの導入に伴って総費用が増加しまし

たが、結果的に2,800万円の黒字となってお

ります。 

 次に、イ、収益的収入の一般会計からの繰

り入れにつきまして、表のとおり増加してお

ります。 

 なお、資本的収入の一般会計からの繰り入

れにつきましては、一般会計に過度に依存し

ない効率的な運営を目指し、平成23年度から

繰り入れを行っておりません。 

 支出につきましては、内部留保資金で対応

しております。 

 費目ごとのデータにつきましては、決算書

15ページ、16ページに記載しております。 

 続きまして、５、経営目標の達成状況であ

ります。 

 平成30年度からの第３次中期経営計画で

は、一般精神病床利用率、児童・思春期専用

病床利用率、１日の外来患者数、一月のデイ

ケア延べ人数、一月の作業療法延べ人数を目

標としております。 

 一般精神病床利用率と１日の外来患者数は

おおむね達成しましたが、児童・思春期専用

病床も初年度としてはおおむね順調でした

が、デイケア参加数が目標に届いていない状

況であります。 

 次のページであります。 

 右側の７ページに損益の詳細を記載してお

りますが、これは、数字が並んでいて、ちょ

っと全体が把握しづらいため、左側のページ

に大くくりでグラフ化しております。このグ

ラフの左側が収益欄になります。入院収益、

外来収益合わせた医業収益と一般会計負担金

で、ほぼ半々で収益を構成しております。 

 右側、費用の欄ですけれども、約64％、３

分の２には届きませんが、ほぼ３分の２が給

与費で占められている状況となっておりま

す。民間病院では受け入れが困難な患者を受

け入れるための正規の職員が正看護師の有資

格者であること等から、給与費が高くなって

おるところであります。 

 最後に、Ａ３用紙で第３次中期経営計画の

概要を添付しております。 

 左側に第３次中期経営計画の５つの基本方

針を記載しております。 

 まず、第１番目が、当センターの大きな３

つの特色であるセーフティーネットの維持・

充実、政策的・先導的精神科医療を推進して

いくことを記載しております。 

 ２番目が医療の質の向上と安全の確保、３

番目が患者の地域生活支援、４番目が地域へ

の貢献、５番目が勤務環境の改善と運営体制

の強化をそれぞれ記載しております。 

 説明につきましては以上であります。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○溝口幸治委員長 以上で説明が終わりまし

たので、これより質疑に入ります。 

 質疑はありませんか。 

 

○岩本浩治委員 民間精神病院では非常に受

け入れがたい触法もしくは覚醒剤、そういう

患者の方々を預かるということでございます

が、この方々との病院と警察との関係はどう

いうふうに構築されておるんでしょうか。 

 

○緒方総務経営課長 触法患者、犯罪を犯し

た方は、大抵院内で犯罪ではなくて、外側で

犯罪を犯されると。犯された場合は、一応措

置入院とかあるいは医療保護入院という形

で、うちの病院のほうに御連絡があって、う
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ちのほうに連れてこられるといいますか、そ

のような感じで連携をとっている、このよう

な感じであります。 

 以上であります。 

 

○岩本浩治委員 今措置入院というのは、警

察が介入するんですが、この後は、どういう

社会復帰という計画をされておりますし、短

期治療型の病院等を目指すとか書いてあるん

ですが、短期治療型というのは大体どのくら

いの期間を目安に考えてやるのか、この方、

覚醒剤の方が措置入院が終わった後、もしく

は触法というのは、外でいろいろ犯罪を犯し

た方々ばかりなんですね。その人たちが退院

した後は、どういう方向で警察と打ち合わせ

するのかをお聞きしたいんですけれども。 

 

○緒方総務経営課長 短期治療型の病院で一

体何日入院していれば短期治療型と言えるの

かが、２つあった質問の１つだったと思うん

ですけれども、一般的に定義が決まっており

ません。大体100日から200日ぐらいの間だっ

たらば短期と言えるのではないかと私は考え

ておりますので。１年もたつと、さすがに短

期とはなかなか言いにくいなというところで

あります。 

 今度は、じゃあ触法患者が治療をされて、

その後、社会に出られるとかあるいはどのよ

うにされるかにつきましては、院長のほうで

よろしいんですかね。 

 

○溝口幸治委員長 きょうは濵元院長御出席

ですので、院長、よろしくお願いいたしま

す。 

 

○濵元院長 濵元です。 

 触法といいましても、今はいろんなタイプ

の人がいます。今の御質問の人は覚醒剤です

ので、いわゆる医療観察法にはのらないタイ

プですね。殺人とか放火とか重大事件を起こ

して、なおかつ、精神病であるということで

あれば医療観察法が適用されるんですけれど

も、覚醒剤の場合は、警察が病院に連れてき

ますのは、多くは、措置入院の場合は、自傷

他害を起こした事件と、それからそれが病的

体験に基づくものが多いもんですから、まず

そこで病的体験の治療をしてくれということ

で、そして、警察のほうが命令をとって採尿

をしている場合は、病院の治療が終われば起

訴されるということに大体はなっておりま

す。 

 ただ、自分から治療を求めてくる、依存症

を何とかしたいというタイプの人たちは、ア

ルコールほど長くは教育はできませんけれど

も、大体１カ月ぐらいの入院プログラムで、

それから、実際には今熊本県内で、民間の施

設ですけれども、熊本ダルクとかＮＡとか、

回復している人たちのグループがありますの

で、そこへ送り込むような手はずを整えてい

ます。 

 また、もう１つ、措置入院のその後という

のは、最近、相模原で事件があった後、措置

入院の同意をしてくれた人だけで、全員では

ないんですけれども、同意をしてくれた人を

病院と地域でサポートしていこうというプロ

グラムが今動き始めております。 

 

○岩本浩治委員 ここに書いてありますよう

に、先導的な社会復帰支援活動の継続とか充

実ということで書かれています。触法とか覚

醒剤とかいう人たちが、一時預かっても外に

出てからのやっぱり活動をどうやっていくか

ということを考えなければいけないんではな

いか。というのが、私もある民間精神病院の

役員をやってまして、長期入院患者を出せと

いうことで、県内でも1,700名ばかり出さな

いかぬのですかね、長期入院患者。この人た

ちの行く場所をどうするかというたときに、

このすばらしい言葉、社会復帰支援活動の継

続支援、まあ民間精神病院では、この方々の
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社会復帰の一環として、パン製造をやって、

パンを販売したりとかやっているんですが、

そういうのは、今後県としてはどういうふう

な感じでいかれているのか。 

 

○緒方総務経営課長 おっしゃるとおり、退

院された後、どのように社会復帰していくか

なんですけれども、現在うちで取り組んでい

るのは、まず、共同住宅ということで、民間

のアパートを借り上げて、そこに入っていた

だいて、そこで日常生活をすると同時に、例

えば、デイケアに出てきていただいて、簡単

な作業をして、ある程度できるようになった

ら、例えば、Ｂ型作業所とかを御紹介して、

そちらに移行していただくとか、もちろん、

そこに移行していただいても、やっぱり調子

が悪くなられる方もいらっしゃいます。そう

いう場合は、また病院に来ていただいて、ま

た治療をしながらデイケア、そして、そうい

う作業所とか、そのような地域資源との連携

で、この社会復帰、社会生活支援を行ってい

くというのが現在の取り組みであります。 

 以上であります。 

 

○溝口幸治委員長 いいですか。 

 

○岩本浩治委員 はい。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○末松直洋委員 こころの思春期外来で、年

々人数がふえているんですけれども、平成30

年は1,993人ということで、この1,993人の外

来される方は、発達障害の診断とか、鬱によ

って診断を受けたいという方たちなんでしょ

うか。 

 

○緒方総務経営課長 発達障害の方、多いと

はお話は聞いておりますが、医療関係の話な

ので、やっぱり院長のほうからお願いしま

す。 

 

○濵元院長 人数が延べで出ておりますけれ

ども、実際の診断の分類は、ちょっときょう

は持ち合わせておりません。多くはＡＤＨＤ

等、いわゆるＡＳＤ、アスペルガー障害が多

いです。 

 

○末松直洋委員 現在の医療体制は、お二人

だということでありますが、現在までは何人

だったのか、減ったのかふえたのか、教えて

いただければと思います。医師の……。 

 

○濵元院長 ちょっと実際は、この４月に非

常に医局の事情もあったんですけれども、う

ちの新規病棟を担当していた３人の医師を大

学のほうが全部引き揚げてしまいましたの

で、前やっていた、今常勤でいる３人が引き

続いてやっているところなんです。だから、

実際の体制としては、今、前年度よりはちょ

っと対応能力は落ちた状態でやっておりま

す。 

 

○末松直洋委員 発達障害の診断を受けるま

でにやはり数カ月待ちという中で、診断をす

る先生が減ったということは、またちょっと

待ち期間が長くなる可能性が出てきたんでは

ないでしょうか。そこら辺はどうなんでしょ

う。 

 

○濵元院長 患者さんの数はふえておりま

す。ただ、県内として、子供を診る人数はふ

えています。うちの病院から引き揚げた医者

も、それから、ほかの病院で研修している医

者も、相対的に児童を診る医者そのものの数

はふえておりますので、うちの病院でも今１

カ月から２カ月待ちだと思います。 

 

○末松直洋委員 わかりました。 
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○ 田大造委員 関連して。きょうの朝日新

聞の「声」の欄に、読者から、発達障害とか

アスペルガーとかそういう診断をされた人か

らの声が載ってまして、私、今49歳ですけれ

ども、私の若いころ、発達障害という言葉さ

えなかったと思うんですよね。アスペルガー

という言葉も知りませんでしたし、本当、こ

こ10年、20年ぐらいの話であって、読者の声

というのが、もうちょっと早期にそういう診

断を下してもらっていたら職場で悩まずに済

んだとか、対人関係。小学校、中学校でいじ

めに遭ってた、どうしてもやっぱり発達障害

で大人になって診断されたと。そういうのが

非常にあるので、早期に発見してほしいみた

いな声が結構載ってたんですね。ぜひ、これ

も要望としてなんですけれども、せっかく県

としてこういう県立の病院持ってますので、

民間の病院ではできないこと、県民のそうい

う多様なニーズですね、そういう診断の早期

発見。学校現場でも、何でいじめが起こるの

かというわからない部分が病気ということが

多いと思いますので、ぜひ、そういう視点に

立って仕事を推し進めていただいたらと思い

ます。 

 

○溝口幸治委員長 要望ですので、これは健

康福祉部全体にもかかわってきますので、よ

く連携してお願いしたいと思います。 

 

○山口裕委員 監査委員の審査意見につい

て、ちょっと聞き違いだったら申しわけない

んですけれども、(1)の第３次中期経営計画

の着実な実施についてということで、ちょっ

と説明いただいたときに、今後、患者の確保

に努めるなんていう言葉をちょっと言われた

ような感じがしたんですね。私はそれを聞い

て、ちょっと違和感があった。こころの医療

センターの特性からすると、すごく違和感が

あったんですけれども、どういうことだった

ですかね。 

 

○緒方総務経営課長 済みません、言葉の使

い方が私も誤っていたと思います。患者さん

の確保、本当は患者さんは少なくなるほうが

いいと思いますので、患者の確保というのは

不適切だと考えております。 

 今患者数は減っておりますので、うちも努

力しながら、いろんなニーズに対応していき

たいというような思いで、そういう趣旨で使

ったところなんですが……。 

 以上であります。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 

○西聖一委員 思春期外来に取り組んで経営

改善がすごく進んだので、これはもう関係者

の努力を本当評価したいと思います。 

 その中で心配されているのが、ドクターの

確保ということだと思うんですが、それとも

う１つ、あわせて、これは、どこの病院もそ

うなんですけれども、看護師とか技師の確保

も本当に深刻だと思うんですね。こころの医

療センターのほうでもそういう話聞いている

んですけれども、確保については、どのよう

な考えを今お持ちなんですかね。 

 

○緒方総務経営課長 おっしゃるとおり、な

かなか看護業務あるいは医師の人員不足とい

うことで、確保が今しづらい状態でありま

す。 

 現在、うちで取り組んでいるのは、医師に

ついては、もちろん熊大あたりにお願いする

のと同時に、ドクターバンクとか、うちのホ

ームページで募集しております。看護師のほ

うも、職安とか、うちのホームページで募集

しているというところですが、実際、新たに

働きたいとおっしゃるような医師とか看護師

は、なかなか見つからないというのが現状で

あります。 

 以上であります。 
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○西聖一委員 現状は、仕方がない部分もあ

るんですけれども、この公立病院の宿命であ

りますけれども、民間病院で受け入れがたい

方が、最終的に長期入院治療をする方が送ら

れてくるというんではないですけれども、よ

りどころとするわけで、そこに対応するため

には、看護師体制ができていないと受け入れ

られないということになると思うんですよ。

ですから、看護師が不足することによって、

公立病院の役割を果たせなくなってくる状況

に来ているんではないかなと思うんですけれ

ども、どうですか。 

 

○緒方総務経営課長 おっしゃるとおり、な

かなか人手不足でありまして、今まで非常勤

の方が勤めていらっしゃったというところは

あるんですけれども、現在の看護師数、なか

なかぎりぎりのところに来ていると思いま

す。今後は、看護師数をふやしていく必要が

あるかなと私のほうでは考えております。 

 以上であります。 

 

○西聖一委員 よろしくお願いいたします。 

 

○溝口幸治委員長 ほかにございませんか。 

 済みません、吉田管理者にちょっとお尋ね

ですけれども、熊大の医局の人事異動によっ

て専門医が減少したということですけれど

も、もちろん皆さん方は、できればどうにか

対応してほしいというお話はなさったんだと

思いますけれども、そのあたりのやりとりは

どんな感じですか。 

 

○吉田病院事業管理者 御指摘ございました

ように、病院局における当面の、かつ従来か

らの宿命的な課題は、何といっても病院を医

療機関として回していける、成り立っていけ

る、あるいは医業収入を得るため、あるいは

医療活動全体を回していくための、いわゆる

エンジン部分であるドクターをいかに確保し

ていくか、もうこれに尽きるかと思います。 

 それにつきましては、もちろん院長を含め

てのということで、実は、院長につきまして

も、既に65歳で定年退職をされた後に特定任

期つき職員ということで、４月から何とかお

願いしているという、そういう厳しい状況に

ございます。 

 なかなか自力では難しい面があって、一番

の悩みどころなんですが、熊本大学の医局の

ほうには、担当教授の方に病院の運営委員に

も入っていただいて、県立病院の使命ですと

か運営についての御理解をいただくような形

にしておりますし、折に触れてお邪魔してお

願いをするようにしておりますが、どうも状

況的には、県全体として、やはり精神科の医

師の人数確保が厳しいというふうなことで、

なかなか袖が振りにくいという状況もあるよ

うでございますけれども、また、今後も、一

層熊本大学にお願いしつつ、御理解をいただ

きながら、また、議会のほうにも御支援をい

ただきながら、体制はきちっとつくっていか

なければならないというふうに思っておりま

すが、状況としては、なかなか厳しいかなと

いうふうに常々思っております。 

 以上です。 

 

○溝口幸治委員長 その医局の人事異動です

から、その方がどこに行かれたとかというの

もわかるんですか。というのが、これは、健

康福祉部のところで話しすればよかったです

けれども、熊本市民病院がオープンをして、

意外と、山間部というか、田舎のほうの病院

が、例えば人吉だと、産科の先生がそのあお

りを受けて引き揚げてしまうとかといって、

もう将来お産ができないのではないかみたい

な話が出たり、意外といろいろなところに、

ほかの地域もそういう話が聞こえているんで

すが、そのあたりは、精神科に限らず、全体

的な流れの中で医局もそういう判断をなさっ
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ている、引き揚げた人はどこに行っているん

ですか。 

 

○緒方総務経営課長 引き揚げるというか、

いわゆる感覚的には医局の人事異動というこ

とですから、県立の病院から民間の別の病院

に行かれたり、そこを１～２年経験されて、

また熊大の医局に戻ったり、大学に戻ったり

ということで、しばらくの年限、キャリアを

積まれる間は、そうしたローテーションの中

で動いていかれるということです。 

 どなたがどこにいらっしゃるというのは、

当然我々も把握をしておりますが、そこが、

だからといって、また来てくださいというこ

とで、我々の一存ではなかなかままならない

部分があるというふうに考えてございます。 

 

○溝口幸治委員長 なかなか熊大の医局も厳

しいんだと思いますけれども、ずっとお願い

してきて、まさに、やっと熊大がそうやって

派遣をしていただいているという流れで、ま

た引き揚げていただくというのは、何か３歩

進んで２歩下がるのか、４歩下がるのかわか

りませんけれども、そんなイメージかなと思

ってですね。 

 何か濵元院長。 

 

○濵元院長 私も、おととし一旦退職しまし

て、それから、昨年、大塚が院長してました

けれども、事情がありまして１年で退官をし

たので、再登板をしています。 

 それで、この間、ちょうど大学教授をかわ

りましたので、前の教授と、当然路線は同じ

なんですけれども、少し人事でいろいろ食い

違いがあったみたいなので、こちら側も口が

差し挟める立場ではなかったので、なかなか

難しかったです。 

 それと、若手の医師を育成して、その人た

ちは、県内に４人、それから、１人は前の教

授について大阪のほうに行きましたので、だ

から、そういう違う力でちょっと人が動いた

りしてますから。ただ、私も、ことしで精神

科医40年目になります。いろんな薬物とかい

ろんなものを第一線でやってきて、それか

ら、病とか、これは私見ですので、一般の定

説ではないですけれども、いろんな病はあり

ますけれども、結局、子供たちが苦しむの

は、その病を親が理解をしてくれて、自分自

身を受けとめてくれるというのが、やっぱり

子供たちにとっては、それが大人になって

も、社会にいろんな問題が起こってくるの

は、やっぱりその根源のところは親子の関係

にあるような気がします。だから、そういう

疾病というのは、親子の理解を妨げるもの、

そういう形でお互いの理解が進めば、生まれ

てくれてよかった、生んでくれてありがとう

みたいな感じになるのが、一応最終的な治療

の目標かなと最近考えてまして、昔は、病気

として、医者ですから、教えられてきたんで

すけれども、最近は、診てると、やっぱり人

間だからこんな状態になるんだなということ

が、改めて感じていますので、いろんな人た

ちが、最初のうちは、いろんなことが、僕も

ほかの医者より劣っていたところたくさんあ

ったと思いますけれども、まあ年月が過ぎれ

ば、少しこういうところがわかってくるなと

いうのがありますので、その辺、また若手の

医者と共有しながら、そういう目で見ると、

先ほど言われたように、発達障害というの

は、一つの概念なんですけれども、僕たちも

概念がなければ、ものが見えないんですけれ

ども、概念で見てしまうと、今度は人が見え

なくなってしまうというところがありまし

て、大人も含めて発達の問題というのは、人

間が持っている認知の能力の違いみたいなも

のですから、そんなに特別視をしないで、大

人もいる、子供もいる、ただ、一番それで困

っているのは、親子が困っているので、そこ

を何とか助けていこうという形では、大人を

診ている医者も、子供を診ている医者も、目
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標は同じだと思いますので、協力をしてやっ

ていけるのではないかと思っております。 

 

○溝口幸治委員長 ありがとうございます。 

 じゃあ、ほかに質問ございませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○溝口幸治委員長 なければ、これで質疑を

終了したいと思います。 

 次回の第８回委員会は、11月11日月曜日午

前10時からとなっております。 

 取りまとめを行うこととしておりますの

で、よろしくお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

  午後１時38分閉会 
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